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２．実施状況

３．総合診断
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○目的・成果
外国人市民と日本人市民との共生を推進するため、外国人市民の生活環境の整備及び利便性を向上させ、外国人市民と
日本人市民の相互理解を図る。
また、小牧市多文化共生推進プランの基本的な考え方等を継承しながら、新たに生じた課題等にも対応するため、【第2次
プラン】を策定する。

○対象
外国人市民と日本人市民を対象

○手段
・多文化共生推進プラン改定　H30年度は、H29年度に実施したアンケートの集計・分析を実施した。
・多文化共生セミナーの開催　庁内の関係各課を対象にした研修会を実施し、多文化共生の推進に向けて情報を共有し、
横断的に取り組みを進めた。
・外国人集住都市会議への参画　市では解決困難な諸問題に対して検討を行い、国の関係機関へ提言を実施するなどの
活動を行った。
・災害時外国人支援ボランティアの養成　災害発生時に外国人とコミュニケーションが取れる人材を育成し、あわせて防災
意識の向上を図った。
・行政文書等の翻訳　行政文書等の多言語化に対応するため、各課からの依頼を受け、翻訳を行った。
・外国語版生活情報誌「こまき」の作成・配布　外国人市民の生活に必要な情報を発信するため、4ヵ国語（ポルトガル語、
スペイン語、英語、中国語）及び「やさしいにほんご」の5種類の生活情報誌を月1回発行した。
・あいち医療通訳システムへの参画　医療通訳者の派遣や電話による医療通訳等を行った。
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予算区分 一般会計

多文化共生推進事業

令和２年度以降
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市民生活部

多文化共生推進室

担当部
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４．総合評価
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事業の方向性
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果

拡　大

事務事業評価による額

○現在急増しているベトナム国籍の方への対応は、【第2次プラン】の策定を待たずに、至急進めて
いく必要がある。具体的には、行政文書等のベトナム語対応や、外国語版生活情報誌などの行政
情報の発信を、ベトナム語も含めた体制に強化していく。

予算区分

改善点は見られない 改善点が若干見られる 大いに改善すべき

○事業費中の人件費は、専門員の設置とそれに伴う職務分担の見直しに伴い、H29年度に上昇し
ている。
○外国人人口が増加しており（H27.4:7,274人、H28.4:7,548人、H29.4:8,153人、H30.4:8,656人、
H31.4:9,323人）、それに伴い総人口に対する外国人の比率も上昇している(H27.4:4.7%、H28.4:4.9%、
H29.4:5.3%、H30.4:5.7%、H31.4:6.1%）ことから、多文化共生事業の必要性が高まっている。特にベト
ナム国籍の人口が急増している（H27.4:398人、H28.4:476人、H29.4:655人、H30.4:961人、
H31.4:1,252人）ため、ベトナム語への対応が急務となっている。
○成果指標中「行政における多文化共生推進プラン達成率」は、H28年度以降微増となっている。
プランの策定年度(H22年度)が古く、時代にそぐわない内容も含まれることから、このような点を検
証し、実効性のある新たなプランのもと、達成率の向上に取り組んでいく必要がある。
○主な受益者と考えられる外国人人口が増加していることから、現在策定を進めている【第2次プラ
ン】に基づき、外国人人口の増加に伴う生じる課題等に対応していく必要がある。

対象の拡大や手段の充実等により、事業のボリュームを拡大すべきもの
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